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　This paper gives an overall review of major themes, analytical frameworks, and methodologies discussed in the field of “juku” research. 

As the government policy changed its attitude toward positive evaluation of cram schools since the 1990s, the research started to focus 

on some new research themes such as cooperation between schools and cram schools, constructive/ disruptive contribution of the cram 

school to the whole educational system. These themes were guided by the idea that the evaluation of cram school should be dependent 

upon whether the school was in line with the purpose of school education. Moreover, many studies focused on the system, while there 

were only a few ones focusing on the subject, and much less ones on interpretation.
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１　本稿の目的と背景

本稿の目的は，「学習塾に関する先行研究」の知見

を整理し，その特徴と課題を指摘した上で，今後の学

習塾研究の展望を提起することである。

今日の学習塾は学校との連携に象徴されるように，

学習塾は「学校外
4

の教育機関」としてだけでなく，「学

校内
4

の教育機関」としても注目を集めている。2008年
には東京都杉並区立和田中学校で，成績上位層の学力

を一層伸ばすことを目的に進学塾「SAPIX中等部」か

ら塾講師を招聘し，平日の夜に学校で有料の補習授業

を行う取り組みが始まった１）。そして2015年には佐賀

県武雄市教育委員会と学習塾「花まる学習会」が提携

し，武雄市内の公立小学校に花まる学習会の教育メ

ソッドを取り入れた官民一体型学校「武雄花まる学

園」を創設している２）。「武雄花まる学園」では花ま

る学習会が独自に開発したメソッドに基づき，朝の始

業前の15分間で音読・図形・計算・視写などの活動に

取り組む「花まるタイム」が行われたり，「青空教室」

と名付けた野外体験活動が２ヶ月に１度の頻度で行わ

れたりしている３）。

　学校の中に学習塾が組み込まれ，学校の実践を学習

塾の指導法を取り入れた実践に変えようとする「学習

塾と学校との連携」の出現は，従来の公教育概念の組

み換えを問うているように見える。実際，学習塾は

“子どもの学習状況を考える際には不可欠な存在”４）

になるにつれて，学習塾は教育学でも“公教育との関

連性及び公教育を相対化する視点を提供しうる研究対

象として重要”５）と評価されるようになり，“学習塾

は公教育を相対化するための「補助線」を与えてくれ

る存在として（中略）学問的検討意義のある存在”６）

になりつつある。しかし，教育学研究では学習塾が学

校教育との関連でたびたび言及されるものの，学習塾
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はあくまでも「教育心理学研究」「教育社会学研究」「教

育行政学研究」などの各研究分野における「対象」に

すぎない。そのため，学習塾に関する一定の研究が蓄

積されてはいるものの，分野横断的に学習塾を対象と

する研究群，いわば「学習塾研究」として総合的な視

座から先行研究を捉える試みがされてこなかった。し

たがって，本稿では学習塾に関する一連の研究群を総

体的に捉え，学習塾研究の主題・枠組み・方法論を概

観することにした。

以下，２．では学習塾に関する基本的な情報・知見

の整理として，学習塾の定義，分類，歴史についてま

とめる。３．では学習塾に関する一連の研究群が何を

主題とし，どのような分析の枠組みに基づいており，

いかなる方法論の下で行われてきたのか，すなわち学

習塾研究の特徴を概観する。最後に，４．で学習塾研

究の課題を述べるとともに，今後の学習塾研究の展望

を示す。

なお，学習塾については小久保明浩のように学習塾

の起源を江戸時代の私塾にまで遡る研究や７），深谷昌

志のように第二次世界大戦前の学習塾を取り上げる研

究もあるが８），本稿では第二次世界大戦以降の学習塾

に限定することにした。その理由は，第一に学習塾に

関する先行研究の多くは第二次世界大戦以降の学習塾

を対象としているからである。第二に，戦後学校教育

研究の基本的な枠組みの一つが「公教育と公権力との

かかわり」であるが，後述するように学習塾は公教育

に位置づけられず，また公権力からも離れた位置から

市場原理に基づいて展開されてきたがゆえに量的発展

を遂げてきたという歴史的事実に基づくと，戦後の学

習塾を問うことが「従来の公教育概念の組み換え」と

いう本稿の課題意識を問うことにもつながると考えた

からである。

２　学習塾に関する基本的な情報・知見の整理

Ａ　学習塾の定義

学習塾を対象とする研究で，「学習塾」を明確に定

義づけた上で議論を展開する研究はそう多くない。こ

れは，現在の「学習塾」が多様化しており，定義づけ

が難しいことが理由の一つだと思われる。例えば，学

習塾を学校から区別する特徴の一つとして「私費負担

の原則」が挙げられるが，現在は「学校と学習塾の連

携」が進む中で「公費支援型学習塾」という新たな学

習塾の形態が出てきており，単に「私費負担」を学習

塾の特徴として指摘することは難しい。また，指導内

容についても，「学校の補習」にとどまらず，野外体

験活動に力を入れている学習塾も存在している９）。

教育学における「学習塾」の定義については，まず

結城忠が「塾」を“小・中学生を主たる対象とした学

校外の私的な補習教育施設”10）と定義しており，次に

新井郁男が“小・中学生を対象とした教育・訓練等を

公教育の枠外において行っている施設の総称”11）と定

義している。また，総合研究開発機構は“学校外の特

定の場所で，小・中・高校段階の子ども（児童・生徒）

を対象に，学力形成を目的として，学問的教科の補習

や進学指導を行う民間機関”12）と定義し，近年では高

嶋真之が“小学生・中学生・高校生を対象に，教科内

容と関連させながら，学校の授業に追加して学習を組

織する教育機関”13）と定義している。新井の定義のみ

が指導内容に「訓練」を入れているが，これは新井の

「塾」の定義が，教科指導を主とする「学習塾」と音

楽やスポーツのような技能の訓練を主とする「おけい

こ塾」の両方を含んでいるのに対して，他の定義はも

ともと「学習塾」を「おけいこ塾」から区別している

ためである。

上記の定義では「私的」や「民間」という言葉が用

いられている。これは「公的」な存在である「学校」

との対比において学習塾が捉えられているためだと思

われる。しかし，「公費支援型学習塾」に象徴される

ように，現在では公私の区別が難しくなっている。ま

た，指導内容については，結城が「（学校の）補習」，

新井が「教科指導」，総合研究開発機構が「学力形成」

とする一方で，高嶋は「教科内容との関連」で「学習

を組織する」と含みを持たせている。野外体験活動を

含め，必ずしも「学力」にとどまらない指導内容を学

習塾が提供している今日において，高嶋による定義は

教科指導にとどまらない学習塾の実態を捉える上で適

しているといえる。

以上を踏まえると，今日の「学習塾」の教育学研究

上の定義としては，「小学生，中学生，高校生などを

対象とし，教科内容と関連させながら，学校の授業に

追加して学習を組織する場」として定義するのが妥当

だと思われる。

Ｂ　学習塾の分類

結城忠・佐藤全・橋迫和幸は学習塾を“①有名校受

験を目的とした「進学塾」，②学校の授業の補習を目

的とした「補習塾」，③進学コースと補習コースを併

せもつ「総合塾」，④いわゆる落ちこぼれを対象とし

た「落ちこぼれ救済塾」”の４つに分類した14）。この
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分類を受けて，総合研究開発機構は「落ちこぼれ救済

塾」を除き，学力の形成に特化している「進学塾」「補

習塾」「総合塾」の３つの分類に基づいて調査を行っ

ている。

現在でも学習塾を研究対象とする際には，これらの

分類が基本になっている。例えば，岩瀬令以子は「進

学塾・総合塾・補習塾」という分類に，「地域塾タイプ・

中規模のタイプ・大手塾タイプ」という分類を掛け合

わせて学習塾を把握している15）。また，ベネッセ教育

総合研究所が行った「第３回　学校外教育活動に関す

る調査　2017」では，学習塾を「進学塾（受験勉強を

するための塾）」と「補習塾（学校の補習を行うため

の塾）」という２つの分類で把握している16）。

Ｃ　学習塾の歴史と社会的評価の変遷

１　1950年代

総合研究開発機構は第二次世界大戦以降の学習塾の

量的拡大を「①ほう芽期（第二次世界大戦後～1960
年）」「②成長期（1960年代）」「③拡大期（1970年代）」

「④定着期（1980年代）」という４つの時期区分で把握

している。第二次世界大戦後から1960年に至るまでの

「学習塾のほう芽期」には，GHQの占領下で教室も教

科書も不足するなどと混迷していた学校教育への不安

を背景に，教育に志を持つ者によって様々な目的を

持った学習塾が創設された17）。例えば，「戦後の６・

３・３・４制の教育制度に対する疑問」から，中高一

貫教育を行う私立学校への入学を促進するために株式

会社日能研が1953年に創設された18）。また ,1958年に

は算数の家庭自習用教材を開発した公文教育研究会が

創設されている19）。しかしこの時期の学習塾は，学校

教育の補完的な教育機関であることを自覚し，社会や

学校に対して対抗的な構図も共同的な構図も取ってい

なかった20）。

２　1960年代

1960年代の「学習塾の成長期」に入ると，ベビー

ブーム世代が高校受験を迎えたことを背景に，公立中

学校でも補習や業者テスト・偏差値の導入が行われる

など補習教育への需要が高まりを見せた21）。このよう

な補習教育への需要に呼応して学習塾の数が増え，

「学習塾の第一次ブーム」が起きる22）。さらに1966年
には東京都の高校入試に「学校群制度」が導入されて

都立名門校のブランドが落ち，国立・私立の有名校の

人気が高まったことで，学習塾の中でも特に進学塾が

増加していった23）。こうして1960年代には大勢の生徒

を一斉に指導する「マンモス塾」や受験に直結した内

容を扱う「進学塾」などの新しいタイプの学習塾が登

場する24）。そしてこれらをマスメディアが取り上げて

批判したことで，社会や学校に対して学習塾が対抗す

るような構図が取られるようになった25）。

３　1970年代

1970年代の「拡大期」には，全国教育研究所連盟が

実施した『義務教育改善に関する意見調査』において

小学校の65.4%の教師と中学校の80.4%の教師が「子

どもが授業を半分以下しか理解していない」と回答し

たことを契機に「落ちこぼれ」が社会問題化し，学習

塾の中でも落ちこぼれ救済塾や補習塾が増加した26）。

経済的には不況な時代ではあったが，家計に占める補

助教育費の割合は増え続け，「学習塾の第二次ブーム」

が起きた27）。また，1970年代の学習塾については，教

育産業以外の業界も教育市場に目を付けたことで，学

習塾にも「フランチャイズ」方式の企業経営が導入さ

れるようになったことも特徴の一つとして挙げられ

る28）。マスメディアがこうした「産業の論理」に基づ

く学習塾の登場を取り上げたことで，学習塾への社会

的な批判や疑義が一層高まりを見せた29）。特に1970年
代は「乱塾時代」と形容されるように，学習塾は否定

されるべき存在として認識されていた30）。また，この

時期には国会の各委員会でも通塾が問題として議論に

上がり，文部省が学習塾の実態を把握していないこと

が問題視された結果，1976年度に日本で初めて学習

塾の全国規模の実態調査「児童生徒の学校外学習活動

に関する実態調査」が行われた31）。

４　1980年代

1980年代の「学習塾の定着期」には，校内暴力など

で公立学校への不信感が高まるとともに私立志向が強

くなり，それによって受験学力獲得に向けた需要が生

まれて「学習塾の第三次ブーム」が起きた32）。さらに，

1980年代の後半には，いじめの社会問題化による公立

学校への不信感の高まりと，第一次ベビーブーム世代

の子どもが通塾年齢に達したことを背景に，「学習塾

の第四次ブーム」が起きた33）。

しかし，学習塾が「ブーム」と形容されるほどの量

的拡大を達成する一方で，学習塾に対する批判は1980
年代後半に一層強化されていく。特に，この時期には

塾講師が子どもに専制的に教えるという側面がマスコ

ミによる報道で強調され，子どもが「マリオネット」

や「悲劇のヒーロー・ヒロイン」として描かれてい
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た34）。

文部省もまた ,1980年代までは学習塾が受験競争を

助長しているという認識の下で学習塾を敵対視してい

た35）。例えば ,1985年には文部省も1976年の「児童生

徒の学校外学習活動に関する実態調査」の継続調査を

行い，その結果を受けて文部事務次官による「学校に

おける学習指導の充実等について」の通知の中で，「児

童生徒の学習塾通いの問題が，児童生徒の健全育成及

び学校教育に対する信頼にかかわる重要な問題であ

る」と学習塾を批判している36）。これは通産省が役務

取引の適正化や消費者保護などの観点から学習塾を対

象に民間教育産業行政を展開して ,1988年に社団法人

として全国学習塾協会を認可した動きとは対照的であ

る37）。こうして1960年代から1990年代前半にかけて，

学習塾は“社会から一括して否定的に見做されるよう

になっていた”38）。

しかし，高嶋真之によると，1980年代の「教育の自

由化」を掲げた臨教審以降は，学習塾への批判が社会

的・政策的にも高まる一方で，学習塾を教育政策に位

置づけようとする動きが同時並行的に表れ始めていた
39）。1980年代前半から「行政のスリム化（小さな政府

化）」が提唱されて「民間活力の利用」と「民営化・

民間委託化」が積極的に進められており40），1980年代

後半には社会的に「行政のスリム化」の機運が高まっ

ていた。このような社会的な動向の影響を教育分野も

受け，1987年４月の臨時教育審議会の第三次答申に

は「民間教育産業の新しい役割」として“二一世紀に

向けての展望のなかで，多様な民間教育産業の新たな

発展とその新しい役割や影響を認識し，その基本的な

在り方を検討していく必要がある。（中略）学校と塾

など民間産業の関係のあるべき姿や教育行政の対応の

仕方等についても，基本的な検討を行うべきであ

る”41）と明記された。そして，この答申を契機に1988
年７月には文部省に生涯学習局が設置され，教育行政

と学習塾との関係が築かれた42）。高嶋が，学習塾をめ

ぐる教育政策は，1970年代後半から1980年代後半ま

では「学習塾への批判を全面的に展開する段階」で

あったのに対して ,1980年代後半から2000年代前半ま

では「学習塾への批判を展開しながらも同時に受容し

ていこうとする段階」であると指摘しているよう

に43），1980年代後半からは社会的にも政策的にも学習

塾への批判と，学習塾の教育政策における受容が共存

するアンビバレントな状況になっていた。

５　1990年代

1990年代後半には ,1980年代の「行政のスリム化」

がさらに進んで「官主導」から「民主導」への転換が

起き，民間によるサービスの供給が前提とされるよう

になった44）。このような社会的機運も相まって ,1990
年代後半には学習塾への批判が少なくなり，それに

伴って文部省をはじめとする公的な機関が学習塾を肯

定的な存在として見なし始めた45）。1999年６月の生涯

学習審議会の答申では，過度の学習塾通いを問題視し

ながらも，学習塾を含む民間の教育機関をそれまでの

「民間教育産業」ではなく「民間教育事業」と呼び，“子

どもたちの学校外での学習環境のひとつとして大きな

役割を果たしています”46）と評価した。その上で，“今

後学校がその本来の役割をより有効に果たすととも

に，学校・家庭・地域社会における教育のバランスを

より良くしていくという観点から学校教育のスリム化

が図られていく中で，これらの民間教育事業は学校教

育とは異なる子どもたちの多様な学習ニーズに応えて

いくという役割が求められています”47）と述べている。

また ,1999年からは学習塾が“正式に文部省の生涯学

習局の下で一民間教育機関として把握される存在”48）

となり，学校と学習塾の関係は対抗的な構図から共同

的な構図へ転換した49）。

６　2000年代以降

高嶋真之は，学習塾をめぐる教育政策が2000年代前

半以降は「学習塾への批判を抑制しながら受容してい

こうとする段階」になったと指摘する50）。実際，冒頭

でも述べたように現在は「学校と学習塾の連携」が推

進され，さらにその連携の内容も多様化している。そ

して，現在の学校と学習塾の連携を通して，学校と学

習塾の二項対立的な関係を前提としながら，両者の連

携を通して公教育にブレイクスルーが起きることが期

待されている。

７　教育学における「学習塾の歴史」把握の特徴

以上を踏まえると，教育学における「学習塾の量的

拡大」の歴史把握の特徴として，「本流である学校教育

の変化に学習塾が対応し，補完的な教育機関になるこ

とで学習塾は「ブーム」と形容できるほどの増加を遂

げてきた」というストーリーで把握していることを指

摘できる。このようなストーリーは個別の学習塾を対

象にした研究にもみられる。例えば，学習塾の一つで

ある「公文式」を研究対象としたUkai Nancyも，日本

で公文式が隆盛した理由は小学校段階における学校教
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育の理想的な補完を公文式がしていたからだと述べて

いる51）。

一方で，「学習塾が入試情報への需要を創り出すこ

とで，積極的に補完関係を形成していった」という把

握もある。「河合塾」52）の量的拡大を研究対象とした

三上敦史は次のように，河合塾が1972年から他の学習

塾に先駆けて全国規模の模試を実施し，受験情報誌を

発行しながら，偏差値などの大学入試に不可欠な情報

を得る体制を構築してきたと指摘する53）。三上によれ

ば，河合塾は全国模試や受験情報誌を通して単独の高

校だけでは得られない入試情報を獲得し，高校におけ

る入試情報の不足をいわば創り出すことで不可欠な存

在になっていった。また，高校の教師も模擬試験の作

問に巻き込むことで大学別模試の受験者を獲得し，全

国に進出していったという。このように，三上は「河

合塾が入試情報への需要を創り出すことで隆盛した」

と考察しており，表面化はしていないものの現実には

学習塾が学校を誘導するような側面があることを指摘

している。

以上のように，近年では学習塾側が需要を創り出す

ことで自ら「補完関係」を形成していったという歴史

把握が出てきたものの，「学校教育が本流であるがゆ

えに，学習塾は補完関係にならざるを得なかった」と

いう歴史把握が主流であることを指摘できる。その結

果，学習塾と比較して「学校教育とはなにか」や，「な

ぜ子どもや保護者は学習塾に学校の補償を求めるの

か」，そして「その補償とは何の補償なのか」という

ことが問われてこなかったのだと思われる。

３　学習塾研究の特徴

Ａ　学習塾研究の主題

１　学習塾の機能

学習塾研究で最も多くみられるのは，「学習塾の機

能」を主題とする研究である。その中身を細分化する

なら，①学習塾の「社会的な機能」を明らかにしよう

とする研究，②学校との関連で学習塾の「逆機能」あ

るいは「順機能」を明らかにしようとする研究，に分

けられる。

　ａ　学習塾の「社会的な機能」

総合研究開発機構は学習塾の機能を「①受験対応機

能」「②学校の補習機能」「③子どもの居場所機能」の

３つにまとめている54）。「受験対応機能」は，学習塾

が受験に必要な知識・情報を生徒や学校に提供する機

能である。具体的には，1960年代から70年代初めにか

けて，経済成長を背景に高校や大学への進学率が急上

昇する中で，学習塾が共通一次の自己採点の結果など

を生徒や学校に提供したことが挙げられている55）。

「学校の補習機能」は，生徒が学校でよい成績を取

るために必要な知識を学習塾が提供する機能である。

学習塾が「受験対応機能」だけでなく「学校の補習機

能」も獲得した背景には，日本教職員組合が平等主義

の観点から補習授業を問題視する全国運動を起こした

ことを受けて，1966年以降に公立中学校での補習授

業が原則的に行われなくなったことが指摘されてい

る56）。これによって学校の制度内で授業についていけ

ない生徒への補習を行うこともできなくなり，学校の

授業についていけない子どもに補習を行う「学校の補

習機能」を学習塾が一層担うようになったとされてい

る57）。

「子どもの居場所機能」は，学習塾が子どもたちの

精神的な支えとなったり，出会いの場・コミュニケー

ションの場となったりする機能である。具体的には，

塾講師がいじめや進学などの問題について子どもの悩

みを聞くことが挙げられる。加えて，「友達を作る場」

になることもあるとされる58）。

このような総合研究開発機構による学習塾の機能の

分類はその網羅性の高さからその後の学習塾研究でも

参照されている。しかし，近年では，「子どもの居場

所」のような生徒にとっての機能だけでなく，保護者

にとっての機能もまた注目されている。中村高康は学

歴のみで自分の能力を確証する感覚の喪失を「能力不

安」と名付け，学習塾に通うことはこの「能力不安」

を一時的に解消する機能を持つと指摘している59）。今

日，子どもの教育に関する最終的な責任を保護者が引

き受けざるをえなくなり，その結果，保護者は外部に

さらに良い教育機会がある場合は子どもに買い与える

ようになったというが60），こうした時代においては，

「受験対応機能」「学校の補習機能」「子どもの居場所

機能」に加えて，保護者や子どもの「能力不安解消機

能」も学習塾の主要な機能として考慮されるべきだろ

う。実際，今井さやか・大川一郎も，学習塾の職員を

対象とする質問紙調査を通して，学習塾が教科指導だ

けでなく，学習塾に通う子どもやその保護者の心を

「相談支援」を通して支える機能を持っていること，

さらに学習塾側もこの機能を重視していることを明ら

かにしている61）。

一方で，学習塾が子どもにとって持つ機能につい

て，より詳細な分析を試みた研究も存在する。岩瀬令
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以子は「マリオネット」や「悲劇のヒーロー・ヒロイ

ン」と形容されてきた中学受験生を主体的な存在とし

て捉え直し，学習塾でのエスノグラフィーを通して中

学受験生が主体的に「受験体制62）」を獲得していく様

子を考察した63）。この結果，学習塾は受験に必要な情

報や知識を提供するという機能以外にも，子どもが受

験体制を主体的に獲得する場としての機能を持つこと

を明らかにした64）。岩瀬の独創性は，子どもという「主

体」の行為に着目したことで，表向けに標榜される制

度以外にも学習塾で行われていることが観察可能と

なった点にある。これによって，“知識を子供に獲得

させる一方的な場”と想定されてきた学習塾を，“受

験体制を具体的に産出する，創造的・開発的な場とし

て捉えることができるし，またそこに通う子どもにつ

いても，そうした産出を担う主体的な存在”と捉え返

している65）。

　ｂ　学習塾の「逆機能」・「順機能」

学習塾の「逆機能」あるいは「順機能」を明らかに

する先行研究の論点は，主に３つに分けることができ

る。第一に，「学習塾は子どもの自然な発達を阻害す

るかどうか」という論点である。例えば，岡田忠男は

学習塾に通うことで精神的・肉体的疲労が子どもたち

に蓄積していることを問題視している66）。一方で，学

習塾に通うことは自然な発達とのトレードオフの関係

にあるわけではなく，むしろ学習塾に通うことで子ど

もが自然な発達をしているとする先行研究もある。例

えば，学習塾に通うことは勉強への自律的な動機付け

ではなく他律的な動機付けを高めることが一般的に懸

念されているが，佐柳信男は小学生を対象に量的調査

を行い，むしろ学習塾に通う日数が多いほど勉強に対

する動機付けが自律的であることを明らかにした67）。

また，乾真希子・伊田勝憲は，中学生と高校生を対象

に量的研究を行い，学習塾が“他者が適度に関与しつ

つ，自律性を支援する，構造化された場所”68）である

として，学習塾に通うことが中学生・高校生のパーソ

ナリティの発達に寄与する可能性を指摘している。

第二に，「学習塾は教育の機会均等を崩すかどうか」

という論点である。教育の機会均等の確保の観点から

学習塾を批判する結城忠は，保護者の所得と子どもの

学習塾費等が対応していることを示し，学習塾の存在

は“憲法26条が保障する「義務教育の無償性」や「教

育の機会均等」の原則を実質的に崩し，親の経済力に

よる子どもの教育格差をもたらしているのではない

か” 69）と指摘する。結城によれば，“低所得所帯は子

どもを通塾させること自体が難しく，こうしていわゆ

る「貧困の連鎖」という現実” 70）が見られている。こ

れに対して，Entrich Steveは学習塾を代表とする学校

外の補習教育によって社会的出自の格差をむしろ是正

できる可能性を指摘している71）。

第三に，「学習塾は学校教育を歪めるかどうか」と

いう論点である。先にも触れた岡田忠男は，学習塾が

量的拡大を遂げる一方で学校の存在感が薄くなったこ

とを指摘し，学校の存在意義が失われてしまうことへ

の懸念を示している72）。また，Rohlen Thomasは，学

習塾は受験戦争における戦略兵器であり，教育におけ

る「軍拡競争」においては学習塾がますますエスカ

レートしていくと述べ，学習塾の存在が受験戦争に加

担していると指摘した73）。Rohrenは受験戦争が熾烈化

する主な原因を大学入試に求めながらも，学習塾には

テストの成績を最も重要な指標として人の中身を測ろ

うとする考え方が根付いていると批判している74）。こ

れに対して，Roesgaard Marieは，進学塾が受験戦争を

熾烈化してきた可能性を指摘しながらも，補習塾が学

校教育を補完してきたことを指摘し，補習塾の存在が

なければ公教育はこれまで機能しえなかったと述べて

いる75）。Roesgaardによる指摘は，学習塾が学校教育

を補完することで，学校教育が「公教育的なあり方」

を自由に追求できてきたことを示唆している。

２　学校と学習塾の連携

　2000年代に入り，政策的にも「学校と学習塾の連携」

が推し進められるようになるにつれて，「学校と学習

塾の連携」を主題とする学習塾研究も出てきている。

黒石憲洋・高橋誠は多様化する学校と学習塾の連携を

「①講師派遣による授業提供」「②受験生募集支援」「③

教員研修および教員紹介・派遣」「④テスト提供」「⑤

教材提供」「⑥コンサルテーション」の６つに大別し

て把握した76）。しかし，今日では先に述べた佐賀県武

雄市の官民一体型学校のように，この６つの分類に当

てはまらない連携が現れている。このことから，今後

は学校と学習塾の連携がさらに多様化し，加速してい

くことが予想される。実際，早坂めぐみは新聞記事を

対象に量的・内容的分析を行い，学校と学習塾の多様

化が武雄市の「官民一体型学校」にとどまらず，「無

料塾」のような学習支援事業，子どもの安全を守るた

めの連携，学習塾・フリースクール・学校の連携など

にまで多様化しており，その背景には学習塾に対する

多様な期待が存在していること，そして学習塾の「営

利」的な側面も揺らいでいることを指摘している77）。
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Ｂ　学習塾研究の分析の枠組み

以上にみた学習塾研究において，とりわけ学習塾の

順機能・逆機能を主題とする研究では，「子どもの自

然な発達」「教育の機会均等」「学校教育の本来的な在り

方」「教員の抵抗感」「学校教育の変容」のような，「学

校教育の意図」に沿うかどうかが議論されていた。

ところで，今井康雄はメディアと教育の関わりにつ

いての論考の中で，映画やテレビなどの新しいメディ

アが登場するたびに，“一方ではそのマスメディアと

しての側面が青少年の現実感覚を歪めるとして批判さ

れ，他方では，その教授メディアとしての有用性が評

価され教育的利用の方策が追求されてきた”78）として，

“新しいメディアは教育的意図のもとに置かれれば有

益であるが，さもなければ有害である”79）という議論

がされてきたと考察している。今井はメディアを批判

あるいは利用の対象としてのみ捉えるこのような見方

が，“メディアを教育の外部にある何ものかとして，

したがっていざとなれば教育から除去可能な何ものか

として”80）把握していることを批判している。

今井の「メディア」の議論に直接含まれるわけでは

ないが，学習塾が受験戦争という現実を子どもに伝え

ることで，受験戦争が助長されているという指摘が

あったように，先行研究では現実世界を子どもに伝達

する媒体として学習塾を捉える側面が少なからずあ

る。今井の指摘を踏まえれば，学習塾研究の論点につ

いても同様の問題を指摘できる。つまり，学習塾が教

育的意図の下に置かれる場合は「利用対象」として見

なされ，教育的意図に置かれない場合は「批判対象」

として見なされており，それは学習塾を「学校教育の

外部にある何ものかとして，いざとなれば学校教育か

ら除去可能な何ものかとして」把握しているといえ

る。

Ｃ　学習塾研究の方法論

学習塾研究の方法論的視座について，岩瀬令以子は

学習塾の「制度」に着目する研究と，「主体」に着目

する研究に大別している81）。岩瀬は学習塾に関する先

行研究が学習塾に通う必要性を“学校では及ばないこ

とを行うという，枠組みの違いに因る”82）と結論付け

るにとどまっていることを指摘している。そしてこれ

は先行研究が「内面化図式」83）に基づき，“社会（こ

こでは全体社会のことを指す）の形成維持に寄与する

機能を持つものとして社会的に設定された制度的枠組

み，即ち「システム」へ着目”84）しているためだと指

摘した。そして，岩瀬はGoffman Ervingの行為論に依

拠し，学習塾での子どもの行為がもつ意味・はたらき

を考察している85）。

しかし，岩瀬のような「主体」に着目した研究はま

だ少なく，多くの場合は「制度」に着目した研究が行

われている。これは言い換えると，学習塾研究におい

ては実証主義的な研究が蓄積されているものの，解釈

主義的な研究が蓄積されていないことを意味してい

る。

４　学習塾研究の課題と展望

　以上，学習塾研究の主題・分析の枠組み・方法論を

概観した。1990年代以降の学習塾に対する社会的・政

策的な受容を背景に，学習塾研究においても，「学校

と学習塾の連携」のような新たな研究主題がみられる

ようになっている。しかし，そこでの「順機能」・「逆

機能」に関する議論を見てみると，学習塾は「学校教

育の意図に沿っているかどうか」によって評価されて

いた。また，「制度的な側面」に着目する研究が多い

一方で，「主体的な側面」に着目した研究が少なく，

特に解釈主義的な研究が少なかった。

そこで，最後に学習塾研究において「解釈主義的な

研究」を行うことの意義について述べたい。そもそも

教育学では，“正統性が公共性によって担保されてい

る”86）点で，学校は学習塾よりも優れた教育機関だと

されてきた。「戦後教育学87）」を継承しようとした佐

藤広美によれば，この「正統性」のような「教育の普

遍的な価値」を投げ出すことは，“貧困と格差を呼び

起こし，教育統制を強める新自由主義的改革を断行す

る国家の行政犯罪を見損ない，免罪してしまう”88）こ

とにつながるため，“現実に責任ある教育学とは言え

ない”89）ような状況にしてしまうという。このように

「教育の普遍的な価値」を重視するような教育学では，

教育サービスの交換に基づく学習塾を擁護することは

もちろん，研究対象とすること自体がいわば新自由主

義的な要素を含むものとしてタブー視されてきた側面

が少なからずあるだろう。

　しかし，教育学はいつまでも「正統性」のような「教

育の普遍的な価値」に頼ることができるわけではな

い。下司晶は，五五年体制と保革対立図式の崩壊に伴

い，制度的な保障や「大きな物語」が失われている状

態を「ポストモダン状況」と呼び，こうした状況では

「教育の普遍的な価値」に頼り続けることができない

と指摘している90）。そして，佐藤の考察が，教育学者

が教師を導くというツリー状の構図を前提にしなが
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ら，「新自由主義」に「教育の普遍的な価値」を対峙

させることで抵抗を試みていると批判し，そのツリー

状の構図が崩壊している現在では“子供も教員も，制

度依存から自律的存在へと移行しなければならな

い”91）と述べている。

　下司が指摘するような「教育の普遍的な価値」に頼

ることができない「ポストモダン状況」は，「正統性」

を根拠に学校を学習塾よりも優れた教育機関だと主張

できないような状況である。しかし，「ポストモダン

状況」において，教育学は「よるべなさ」を生きなが

ら，「教育」の自明性が問われ続けることによって新

たな視野が開かれていく可能性がある92）。このことを

踏まえると，学習塾研究で学習塾における「主体」に

着目することは，「ポストモダン状況」において，主

体を自律的存在として捉えながら「教育」の自明性を

問い直すことにつながるのではないだろうか。教育学

の新たな視野を拓くことを学習塾研究の主題として引

き受けるならば，岩瀬令以子が学習塾の「子ども」と

いう主体に着目したように，今後は例えば学習塾の

「塾講師」のような主体にも着目することで，「教育」

の自明性を問う研究が求められるだろう。
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